
 

 

議案第６９号 

さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

平成２１年２月１２日提出 

さいたま市長 相 川 宗 一 

さいたま市介護保険条例の一部を改正する条例 

さいたま市介護保険条例（平成１３年さいたま市条例第１８６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
（保険料率等） （保険料率等） 
第３条 平成２１年度から平成２３年度までの各年
度における保険料率は、次の各号に掲げる法第９
条第１号に規定する第１号被保険者（以下「第１
号被保険者」という。）の区分に応じ、当該各号
に定める額とする。 

第３条 平成１８年度から平成２０年度までの各年
度における保険料率は、次の各号に掲げる法第９
条第１号に規定する第１号被保険者（以下「第１
号被保険者」という。）の区分に応じ、当該各号
に定める額とする。 

  介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２
号。以下「令」という。）第３９条第１項第１
号に掲げる者 ２１，４４３円 

  介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２
号。以下「令」という。）第３９条第１項第１
号に掲げる者 ２０，６３９円 

  令第３９条第１項第２号に掲げる者 ２６，
６８５円 

  令第３９条第１項第２号に掲げる者 ２６，
３７２円 

  令第３９条第１項第３号に掲げる者 ３０，
９７４円 

  令第３９条第１項第３号に掲げる者 ２９，
８１２円 

  令第３９条第１項第４号に掲げる者 ４７，
６５２円 

  令第３９条第１項第４号に掲げる者 ４５，
８６４円 

  次のいずれかに該当する者 ５２，４１７円 
 

  令第３９条第１項第５号に掲げる者 ５９，
６２４円 

ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律
第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規
定する合計所得金額をいう。以下同じ。）が
１２５万円未満である者であり、かつ、前各
号のいずれにも該当しないもの 

 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第
１４４号）第６条第２項に規定する要保護者

 



 

 

をいう。以下同じ。）であって、その者が課
される保険料額についてこの号の区分による
額を適用されたならば保護を必要としない状
態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（
（１）に係る部分を除く。）又は次号イ、第 
７号イ若しくは第８号イに該当する者を除く。
） 

  次のいずれかに該当する者 ６１，９４８円  
ア 合計所得金額が１２５万円以上２００万円
未満である者であり、かつ、前各号のいずれ
にも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者が課される保険
料額についてこの号の区分による額を適用さ
れたならば保護を必要としない状態となるも
の（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係
る部分を除く。）又は次号イ若しくは第８号
イに該当する者を除く。） 

 

  次のいずれかに該当する者 ７３，８６１円 
 

  令第３９条第１項第６号に掲げる者 ７１，
０９０円 

ア 合計所得金額が２００万円以上３５０万円
未満である者であり、かつ、前各号のいずれ
にも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者が課される保険
料額についてこの号の区分による額を適用さ
れたならば保護を必要としない状態となるも
の（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係
る部分を除く。）又は次号イに該当する者を
除く。） 

 

  次のいずれかに該当する者 ７６，２４３円  
ア 合計所得金額が３５０万円以上５００万円
未満である者であり、かつ、前各号のいずれ
にも該当しないもの 

 

イ 要保護者であって、その者が課される保険
料額についてこの号の区分による額を適用さ
れたならば保護を必要としない状態となるも
の（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係
る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

 

  前各号のいずれにも該当しない者 ８５，７
７４円 

  令第３９条第１項第７号に掲げる者 ８０，
２６２円 

 ２ 令第３９条第１項第５号イの市町村が定める額
は２００万円とし、同項第６号イの市町村が定め
る額は５００万円とする。 

２ ［略］ ３ ［略］ 
   

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 



 

 

（平成２１年度から平成２３年度までにおける保険料率の特例） 

第２条 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）附則第１１条第１項及び第

２項（同条第３項及び第４項において準用する場合を含む。）に規定する第１号被

保険者の平成２１年度から平成２３年度までにおける保険料率は、この条例による

改正後のさいたま市介護保険条例（以下「改正後の条例」という。）第３条第１項

の規定にかかわらず、４万５０４円とする。 

第３条 平成２１年度から平成２３年度までにおける保険料率は、改正後の条例第３

条第１項及び前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる改正後の条例第３条第１

項に規定する第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

  改正後の条例第３条第１項第１号に掲げる者 ２１，１４６円 

  改正後の条例第３条第１項第２号に掲げる者 ２６，３１６円 

  改正後の条例第３条第１項第３号に掲げる者 ３０，５４５円 

  改正後の条例第３条第１項第４号に掲げる者 ４６，９９２円 

  改正後の条例第３条第１項第５号に掲げる者 ５１，６９１円 

  改正後の条例第３条第１項第６号に掲げる者 ６１，０９０円 

  改正後の条例第３条第１項第７号に掲げる者 ７２，８３８円 

  改正後の条例第３条第１項第８号に掲げる者 ７５，１８７円 

  改正後の条例第３条第１項第９号に掲げる者 ８４，５８６円 

  前条に規定する者 ３９，９４３円 

 （経過措置） 

第４条 改正後の条例第３条第１項及び前２条の規定は、平成２１年度以後の年度分

の保険料について適用し、平成２０年度分までの保険料については、なお従前の例

による。 


